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辞退かそれとも辞職か

1、 事実経緯

2009年5月8日、王氏は上海金山電子公司（以下、金山公司という）に入社、貿易事務の担当として、金山公司と1年間の労働契約を結んだ。
2010年5月8日、王氏は営業職として金山公司と労働契約を更新した。

2010年7月10日、王氏は、職場を離れた後、金山公司に社用車の利用を申し込んで、上海市虹口区就職促進中心にて自ら退職手続きを行った。
2010年7月14日、王氏は再び金山公司に社用車の使用を申し込んで、積立金管理中心に自ら積立金の移転手続きを行った。

2010年8月28日、王氏は労働争議仲裁委員会に仲裁を申し入れ、金山公司に労働契約の違法解約で賠償金として9000元の支払いを求めた。労働争議仲裁委員会が審理後王氏の請求に支持しない裁決を下した。その裁決に不服した王氏は裁判所に提訴した。

2、 判決の旨

裁判所は、王氏は金山公司に対して労働契約違法解約で賠償金を請求する場合、金山公司が労働契約を違法解約した事実を挙証すべきであるが、王氏が提示した退工単は金山公司が労働契約を違法解約した事実を証明するには不十分であることに鑑み、王氏が挙証が出来なかったことによって齎した関連法律結果を受け取らなければならないと考え、両方の法廷での陳述及び王氏の離職前後の行為を分析し、王氏が金山公司の本人に対する規律違反処分に不満をもって辞職を決断した可信度が高いと判断した。従って、2011年１月10日、裁判所は王氏の金山公司に対する労働契約解約の賠償金の請求に対して事実の根拠が乏しいという理由で王氏の訴訟請求を退けた。

3、 法律根拠

民事訴訟法第六十四条により、当事者は自ら提出した訴訟請求に関わる事実或いは相手の訴訟請求を反論する根拠とする事実について証拠を提供し証明する責任を負うものとする。証拠がない或いは証拠が当事者の主張する事実を証明するに足りない場合、挙証責任を負う当事者は不利な結果を負うものとする。

4、 コメント

１、会社の一方的な辞退と本人の自発的な辞退は労働契約解約の形式であるが、この二つの解約形式に関わる経済補償金、賠償金の支払いについては法律上全く異なる規定を適用される。

一般的に言えば、使用者が法に決めた過失が存在し、労働者がそれを理由に辞職を申し入れた場合、使用者は法定基準で該当労働者に経済補償を支払うべきである。更に、使用者が労働者を違法辞退し、労働者が労働関係の復帰を求めず、あるいは労働者が労働関係の回復を求めても、実に回復できなくなった場合、使用者は法的規準によって労働者に対して賠償金を支払わなければならない。

２、使用者は一方的に労働者との労働契約を解約した場合、書面形式を取ったり、口頭形式を採用したりしたが、使用者による一方的な辞退と労働者による自発的な辞職に対する経済補償金と賠償金との差額が大きいので、双方の間で争議が生じた場合、一方的な辞退かそれとも自発的な辞職かについて双方の言い分が大きく異なって、結局、労働契約の解約は常に混沌な状況に置かれてしまうことがよくある。

３、労働契約の解約形式の曖昧な状況下で、どっちが挙証不能の法律結果に責任を負うべきか、実務上議論が分かれていたが、本案のように、挙証責任のある労働者は使用者が辞退した行為を立証しなければならなず、さもなければ、挙証できないことによって齎した法律結果を受けなければならないという労働仲裁委員会の裁決および裁判所の判決は使用者側に軍配に上がったと云えるだろう。

最高裁の海上貨物運送代理紛争案件の審理
若干問題に関する規定
最高人民法院は2012年3月18日付「最高裁の海上貨物運送代理紛争案件の審理若干問題に関する規定」「以下、「規定」という」を公布し、2012年5月1日より実施する。本稿では実務上その概要を述べます。

一、背景

貨物運送代理市場の開放に伴って、貨物運送代理企業は激増し、市場が玉石混合の状況に陥り、秩序のある市場競争が失われ、業界の正常な発展に不利益を与える。貨物運送代理企業のルール違反によって、貨物運送代理の紛争が増加し、裁判所に持ち込んだ案件も増えてきた。一方、民法通則、契約法など現行法律規定は原則しかなく、各海事裁判所及びその上下級裁判所の間で如何に法律を適用すべきか認識がまちまちであり、裁判尺度も統一ではないという問題を解決するために最高裁は規定を制定した。

二、調整対象

規定は貨物運送代理企業が委託人より委託された海上貨物運送と関連する貨物運送代理業務の処理際発生した五つ種類の紛争に適用される。

1、 船腹の申込、通関、検査申込、検疫申込、保険サービスの提供によって生じた紛争

2、 貨物梱包、貨物積込監督、貨物陸揚監督、コンテナ積卸、仕分け、積替えサービスの提供によって発生した紛争

3、 船荷証券の作成、交付、費用決済によって発生した紛争

4、 倉庫、陸上運送サービスの提供によって発生した紛争

5、 その他海上貨物運送代理事務の処理によって発生した紛争

3、 法律適用

貨物運送代理企業は経営範囲が広く、その取扱う海上輸送代理業務において委託人と多種類の法律関係を形成した可能性があるので、規定では人民法院は海上貨物運送代理紛争を審理し、貨物運送代理企業が海上貨物運送代理業務の処理で委託人との間で形成した代理、輸送、倉庫など異なる法律関係を認定する場合、それぞれ関連する法律規定を適用しなければならない。

四、典型的な問題の処理

１、貨物運送代理業務の中で委託関係の度々再転をどう認定すべきかについて、規定では委託再転の禁止を原則に、委託の再転を厳格に控えるという司法政策を取る。

２、貨物運送代理企業が注目している、船荷証券を差押えることが出来るか否かの問題について、規定では貨物運送企業が同時抗弁権を行使する条件を満たした場合、船荷証券を差押えることが出来るが、国際貿易の正常な秩序に対する重大な影響のある船荷証券など運送証憑の差押えを禁じることを明確に決めた。
３、ＦＯＢ貿易条件下で、貨物運送代理企業は国内売り手と国外買い手より要求される船荷証券の引渡しに対してどっちへ渡すべきかという実務上争議の大きい問題について、規定では貨物所有者の利益を守る司法政策を取り、貨物運送代理企業が実際に貨物をデリバリする売り手に船荷証券を渡すべきことを明確に決めた。

４、規定では中国契約法における委託契約の規定によって海上貨物運送代理契約紛争案件を審理する際過過ち推定原則を採用し、貨物運送代理企業がその過ちのないことに対して然るべき挙証責任を負わなければならないことを明確に決めた。

５、貨物運送代理企業は自社の利益を追求する為に、委託人の貨物を資質を持たず、自社船のない運送人に運送させ、国務院の自社船のない運送人の管理規定に違反するだけでなく、貨物利益を損なう可能性のある問題について、規定では貨物運送代理企業がその不当な運送人選任に対して然るべき賠償責任を負うことを明確に決めた。
６、規定では人民法院は案件審理中、自社船のない運送業務経営資格を持たない貨物輸送代理企業が「中華人民共和国国際海運条例」に違反し、自分の名義で船荷証券、運送証憑あるいはその他の運送証憑を発行したことを発見した場合、関係交通主管部門に処罰するよう司法建議をしなければならないことを明確に示した。
五、終わり

現代サービス業を発展させる国家政策の確立に連れて、貨物運送市場は新たな発展転機を迎えてきた。一方、その裏腹に、貨物運送代理市場のあるべき秩序を無視し、ルールに違反した企業も少なくない。今回最高裁はその規定の公布、実施によって果たして貨物運送代理業界における一部貨物運送代理企業の違法操作の取締、貨物所有者の財産権益の保護及び秩序のある貨物運送代理市場を回復できるか注目したい。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	最高裁の海上貨物運送代理紛争案件の審理若干問題に関する規定（『重要法規解説』をご参照下さい）
	2012/05/01 

	2
	税関総署の来料加工企業の法人企業形態転換輸入設備税収に関する問題
	2012/02/06

	3
	国家食品薬品監督管理局の保健食品命名規定の実施及び命名指南関係問題に関する通知
	2012/03/20

	4
	国家食品薬品監督管理局の輸入食品海外生産企業登録管理規定
	2012/05/01

	5
	国家知識産権局の特許実施強制許可弁法
	2012/05/01

	6
	国家知識産権局の特許標識標注弁法
	2012/05/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は当事務所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ当事務所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）



発行者：　上海董孝銘弁護士事務所


　　　　　　 所長・弁護士    董　孝銘


上海市江寧路495号　博鴻大厦702室


TEL／021-6122-95078　FAX／021-6122-9508





編集者：　上海董孝銘弁護士事務所


　　　　　　 





目　　次





事　　　例





重要法規解説





新主要法令








2

